





























































































小学校（公立） 92 0 60
中学校（公立） 38 0 26
高校（公立） 11 1 9
高校（私立） 1 9 2
大学 5 1 3
地域集会施設（公立、コミュニティ
センター、公民館等） 9 33 13
行政施設 6 10 11
宗教施設 0 2 1
医療・福祉施設　幼稚園　保育園 0 10 1
集合住宅（団地集会所等） 0 29 7
公園・老人憩いの家（公園内施設） 5 23 6
スポーツ施設（含：付属駐車場） 10 5 11
文化施設（含：付属駐車場） 1 2 2
民間商業施設等（含：付属駐車場） 0 4 0












南区61箇所10004人、北区35箇所5113人）であった。その後、 5 月 3 日で


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































内容：STEP 1 - 4 で検討したことを、大人が被災者として参
加する避難所運営訓練で実施する
図－ 6　「子ども防災マイスター2015」各回の様子
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5．2．2．子どもが運営する避難所運営訓練プログラム
　第 5回の最初の 2時間、作戦会議・事前準備を行った。「案内・保健班」
9名、「情報班」 4名、「「物資（・設営）係」 7名に分かれ分担を決め、
写真－ 6中の写真にあるような避難所レイアウトとした。受付の流れ、畳
敷部分に案内する人の条件、受付で聞き取る被災者の情報内容、被災者に
手伝ってもらいたい事を張出す壁新聞などが決定、準備された。
5．3．参加者の反応と効果
5．3．1．子ども達の対応
　避難所入口の受付に、「案内・保健班」が待機し、状況を聞き取る→担
当が誘導、情報班がリストに書き出す。特別なニーズがある時は、「物資班」
が「案内・保健班」に呼ばれ、パーテーションの設営、食料や毛布の配布
などを行った。「案内・保健班」が巡回し、避難者の要望や希望を聞き取り、
対応していた。避難者が殺到し始めると、時間のかかる「物資班」の対応
が積み残しになり、流れが止まりがちになった。子どもから「元気な大人
の避難者は、自主的に手伝ってほしい」という声があった。
5．3．2．大人の参加者の反応
　大人（保護者・行政等　約30名）からは、表－ 4のような意見があった。
また、「子どもが避難者を迅速に誘導し、細やかなニーズをくみ、自主的
に丁寧なケアをしている様子を見て、大変刺激を受けた」という意見が多
かった。
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5．3．3．避難所運営プログラムの成果と課題
　子どもが運営する避難所運営訓練の成果としては、①子どもと大人の役
割を反転することで、子どもだけでなく大人にとっても気づきが多く、イ
メージトレーニングの機会を提供するプログラムとなった、②子どもの柔
軟な発想が、避難所運営（所内のレイアウトや表示、災害時要援護者への
対応の仕方、情報集約など）に発揮され、現行の避難所運営にない案が生
まれた。特に、高齢者や幼児等に対する優しい気持ちとケア行動など、災
害時に子どもが担う役割を考えるための具体的な事項を実践から発見する
ことができた。
　一方で、課題も生まれた。①実際の災害時に、子どもだけで運営する避
難所をつくる可能性は少ないため、今回「子どもが担える役割」と考えら
れた役割や活動について具体化するには、実際に開設される避難所（学校
施設や施設等）でどのような役割を担えるか、地域の運営組織と一緒に考
えていく必要がある。②子どもの臨機応変な判断力、観察力などが訓練に
表－ 4　大人参加者（避難者役）の主な意見
・座っていると声かけをしてくれて「悲しい」という言葉に対して「毛
布」＆「お菓子」を用意してくれた。
・受付での割り振りに判断が早く素晴らしい。
・受付係がコミュニケーションボードを使いこなしていた。
・一人でいると「何かニーズはありますか？」と聞いてくれ、とても
親切で安心感をおぼえた。
・タバコを吸いたいというニーズに対してしっかりと場所を教えてく
れていた。
・「毛布多くリクエスト」と即答せず「余ったら」と条件付けたのが良
かった。後々トラブルを作らない対応で良い。
・食料の配給時は、全体にアナウンスがあった方が良い。
・避難者のスキルや場の運営に関わるしくみがあればいいと思う。
・物資係さんが仕切りづくりで疲れている様子。避難者に手伝ってもらっ
てはどうか。
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活かされたが、役割分担や各係の連携などには課題が見られ、仕事が集中
した係のフォローなど、全体の調整機能が有効に動くようにする工夫が必
要である。
5．3．4．考察
　子どもの視点や良点を活かした災害対応の役割分担については、子ども
を対象とした活動だけでなく、現行の地域災害対応の「マニュアル」「きまり」
といった、大人の「当たり前」を超えて、子ども柔軟で自由な発想や自然
体での判断や活動を、受容できる大人を、共に試行錯誤しながら増やして
いくことも重要であると考える。
　今後は、避難所運営に関するプログラムを、横浜市内の地域の避難所運
営組織と共に実施し、こども役割分担や、子どもの視点や柔軟なアイディ
アを具体化するプログラムを検討・実施したい。また、参加した子ども達
の、高齢者や幼児に対する優しくきめ細かいケアを活かした「子どもが避
難生活時にできること（具体的には、高齢者や障害者への声かけや幼児等
の遊び相手等の生活支援）」を具体化するプログラムを検討していきたい。
6 ．おわりに
　本稿では、これまで、熊本地震の被災地のなかでも都市部の多い熊本市
における避難所の実態調査をもとにその課題や取組み事例を整理し、横浜
での避難所運営の検討事項や今までの取組みを紹介した。
　なお、本稿では記述しなかったが、避難生活では、指定外避難所も含め
た避難所環境の向上と共に在宅避難をする高齢者等の災害時要支援者を地
域でどのように支え医療支援等につなげるかも重要な視点である。加えて、
多くが福祉避難所になる介護施設等の業務継続計画（BCP）策定も含め、
福祉施設職員や当事者への研修やワークショップなどをすすめていくこと
も重要であり、筆者は横浜や東京で関係者と共にすすめている。
　また、避難所の混雑緩和や要援護者の早期の避難環境向上のために、早
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い時期での公営住宅の空室やみなし仮設住宅等の提供など仮住まいへ円滑
につないでいくための、災害前のマネジメントや体制の構築など、関連す
る分野との連携が、避難環境改善の根本的な解決策のひとつでもある。み
なし仮設住宅は平時の空き家の活用問題とも密接に関係しており、現在研
究として取り組んでおり、今後、それらの研究成果も公表していきたいと
考えている。
謝辞
　本稿の執筆にあたっては、科学研究費助成事業、基盤研究C，研究課題番号：
16K12376，「広域災害後の避難から仮住まい円滑化への支援策の検討と住宅再建教育プ
ログラムの開発」研究代表者：石川永子、横浜市立大学平成27-28年度教員地域貢献活
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注
1 ）熊本市の災害対策本部資料の各区の「避難所開設状況」のリストをもとに訪問し、
避難者が滞在し開設していた（一部閉鎖準備中あり）全避難所で調査を実施した。
車中泊のみの場所は、目視・写真撮影のみ実施した。指定外の避難所には、公園（公
園内の休憩所である老人憩いの家を含む）や競技場なども含まれる。
2）熊本市職員、全国指定都市等からの応援職員等、学校校長等教員が主な対象者だが、
自治会長や避難所運営組織のリーダーが最も詳しいとして、聞き取りを行った避難
所もある。
3）筆者撮影。写真撮影は、映っている人物への承諾済み。
4）本節の調査を実施したのは、石川永子、山之井麻衣、島田綾子（横浜市立大学）、
三浦春菜、高橋政宏、大平真弓（明治大学）、首藤由紀、小田淳一、吉田佳絵（社
会安全研究所）、藤室玲治、西塚、畠山弓穂（東北大学）、林奈緒、松田楓（熊本大
学熊助組）、薬袋奈美子（日本女子大学）、定池祐季（東京大学CIDIR）、石原凌河（龍
谷大学）、野崎隆一（神戸まちづくり研究所）、井野峻佑、石井航太郎（首都大学東
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京）、吉田裕輔、坪井塑太郎（人と防災未来センターGISデータ作成協力）である。
5）よこはま地震防災市民憲章：市民自信が、減災に向けた自助・共助の大きさを共通
認識として持つことが大切であるという認識から、2013年に横浜市総務局が呼びか
け、市民検討会を経て作成された。その中に子どもの参画の必要性が明記されている。
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